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1

71.5%

（２０年度）

【平成２７年度】

2

96.4%

（２０年度）
（２１年３月末）

（内訳は公表していない）

3

7.6

（２０年度）

4

16団体

（２１年度）

【平成２６年度】

100%

毎年度増加

　平成23年度をもって、補助事業が廃
止されたため、団体数の減少が懸念さ
れたが、『あいこんナビ』による広報支
援を行うことを積極的に幅広く民間非営
利団体等に働きかけた結果、24年度は
23年度を上回ることができた。今後も引
き続き、実施団体数の毎年度増加を目
指す。○

40団体

40団体

大学・短期大学卒業予定者の就職率

6.7

（23年度）

健康福祉部　児童家庭課　　母子保健Ｇ

5.2

6.8

（21年度）

上昇

出会いの場を提供する活動団体数

（２６年度）

産業労働部　就業促進課　若年者雇用対策Ｇ

（２６年度）

10代の人工妊娠中絶実施率

91.6% 93.3%

「あいち　はぐみんプラン」重点チェック項目の進捗状況等について

重点チェック項目

【目標達成】
【評価の理由】
 　平成２４年度キャリア教育推進事業において全日制県立高等学校
全校からインターンシップを実施したとの報告を受けている。

【これまでの推進状況】
　　平成２３年度から全日制県立高等学校全校で実施している。

【今後の推進方策】
　　特に普通科において、体験人数や体験内容について学校間格差
があるため、今後は実施内容について充実を図っていく。

平成24年度
進捗状況
（評価）

検討すべき事由

重点チェック項目の進行管理について

○

　100％は積み上げの目標ではなく、毎
年度、全ての全日制県立高等学校での
実施を目標として、学校に活動を求めて
いるものであり、今後も、引き続き全て
の全日制県立高等学校でインターン
シップ等の体験活動が実施されるよう
求めるとともに、体験内容の充実を図っ
ていきたい。

100%

教育委員会　高等学校教育課　職業指導Ｇ

100%

【146/146校】

現況（計画策定時）　⇒　目標

  検討結果

Ⅰ　若者の生活基盤の確保

（２７年度）

インターンシップを実施する学校数の割合
（県立高等学校）

平成23年度
進捗状況
（評価）

100%

【146/146校】

平成25年３月の大学・短大卒業者の就職率は2年連続で上昇し、学
生を取り巻く就職環境は最悪期は脱したものの、依然として厳しい状
況が続いている。

  平成２５年度においては、新規求人の掘り起こしに努めるとともに、
30回を超える就職面接会を開催し、学生と企業とのマッチングの機
会をきめ細かく提供する。
  また、いわゆる雇用のミスマッチの解消を図るため、学生に中小企
業の魅力を知ってもらう事業を実施する。
このように、１人でも多くの新卒者の就職が実現できるよう、様々な
就職支援を実施していく。

51団体

【目標達成】
【評価の理由】【これまでの推進状況】
　22・23年度に国の基金を活用して実施してきた補助事業は終了し
たが、市町村や商工団体等へ「あいち出会いサポート」ポータルサイ
ト『あいこんナビ』の活用を積極的に働きかけた結果、多くの団体が
実施するイベント等を『あいこんナビ』に掲載することができた。

【今後の推進方策】
　引き続き、『あいこんナビ』の活用による広報支援を行っていく。

【評価の理由】
  26年度の目標値まで、毎年同率の0.4％づつ減少していくとした場
合、23年度は6.4であり、目標どおり減少したとはいえないが計画の
目標水準に向かって推移している。

【これまでの推進状況】
望まない妊娠等に関する相談窓口の周知を図るとともに、学校等と
連携し望まない妊娠の防止に努めた。

【今後の推進方策】
今後も、関係機関と連携し、望まない妊娠の防止や認可された緊急
避妊薬に関する教育及び妊娠に関する相談の充実を図る。

健康福祉部　子育て支援課　計画・推進Ｇ

（２６年度）

評価の目安
資料３

あいちの教育に関するアクションプランⅡ

（平成23年度～27年度）

平成27年度 目標：１００％

◎ ◎

× ×

◎ ○

◎ ◎

◎ 計画期間において等分に進捗すると仮定した場合と比較し、上回っている又は同水準のもの

○ 上記の水準には至っていないが、計画の目標水準に向かって推移しているもの

△ 計画策定時と同水準で推移しているもの

× 目標水準に向かって推移していないもの

◎ ◎

× ×
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重点チェック項目

平成24年度
進捗状況
（評価）

検討すべき事由

重点チェック項目の進行管理について

現況（計画策定時）　⇒　目標

  検討結果

平成23年度
進捗状況
（評価）

5

424社

（２０年度）

【平成２７年度】

6

35分

（18年度）

【平成２８年度】

7

24.6%
【17/69】

（２１年度）

8

０機関

（２１年度）

【平成　27年度】

１，７２１社

経済団体会員の登録を経済団体ととも
に積極的に推進することにより、年２００
企業の増加を目指すこととした。

２４年度・・・１，１２１社
２５年度・・・１，３２１社
２６年度・・・１，５２１社
２７年度・・・１，７２１社

女性の家事関連時間は3時間40分であ
り、依然として大きな差があるため、さら
なる増加を目指す。

平成２３年３月策定の愛知県周産期医
療整備計画で定めたため。

増加

総合周産期母
子医療センター
の整備数

名古屋・尾張で
さらに1か所以
上、東三河で1
か所整備（三河
地域で計2か所）

24年度の状況は途中経過であって、今
後割合が大きく変動する可能性がある
ため、24年度末の状況でもって「目標達
成」とは認められない。

○

【評価の理由】
　診療制限している病院の割合（産婦人科）が前年度から4.2ポイント
低下した。これにより、計画策定時より1.9ポイントの改善となった。

【これまでの推進状況】
　産科医等の育成支援事業費補助や産科医等確保支援事業費補
助などの事業を継続して行っている。

【今後の推進方策】
　産科医等の育成支援事業費補助や産科医等確保支援事業費補
助などの事業を引き続き行う。

1機関

○

健康福祉部　医務国保課　医務・周産期・小児医
療Ｇ

41分
（23年度）

増加

産業労働部　労働福祉課　仕事と生活の調和推
進Ｇ

1,007社

41分
（23年度）

912社

診療制限している病院の割合（産婦人
科）

（２６年度）

（23年度）

県民生活部　社会活動推進課男女共同参画室
男女共同参画Ｇ

（２６年度）

○

○

2機関

低下

26.9%
【18/67】

（23年6月末現在）

１機関

ファミリー・フレンドリー企業の登録
数

三河地域の総合周産期母子医療セン
ター数

22.7%
【15/66】

（２４年6月末現在）

【目標達成】

平成23年度が目標最終年度

【目標達成】

【評価の理由】
  着実に登録数は増加している。（目標の800社を超えている）
【これまでの推進状況】
　平成19年度に認証制度から登録制度へ移行したこと、また愛知県
が発注する工事について、総合評価落札方式の一部における加点
評価（20.5-24.3）、24・25年度入札参加資格審査における加点評価
（24.1～）の導入等により、登録企業数は順調に増加している。
【今後の推進方策】
　今後も引き続き、企業のワーク・ライフ・バランスの推進に向けた職
場環境づくりを支援するため、ファミリー・フレンドリー企業登録制度
への登録を促していく。

男性の家事関連時間（育児、買い物等
含む）

Ⅱ　希望する人が子どもを持てる基盤づくり

（２６年度）

【評価の理由】
　三河地域の総合周産期母子医療センターの2機関目の指定に向
けた事務が着実に行われている。

【これまでの推進状況】
　2機関目の指定に向けて、病院との打合せを2回実施した。

【今後の推進方策】
　26年度の指定に向けて、病院側と継続して打ち合わせを行う。

【その他】
　総合周産期母子医療センターの病床として必須であるＭＦＩＣＵ(母
体胎児集中治療室）等の整備費の一部について、25年度予算に計
上した。

○

健康福祉部　医務国保課　医務・周産期・小児医
療Ｇ

800社

あいち仕事と生活の調和行動計画

（平成23年度～27年度）

平成27年度 目標：1,721社

社会生活基本調査（平成23年10月実施）

次回２８年度

愛知県周産期医療体制整備計画

27年度：名古屋・尾張でさらに1か所以上、東三河で1か所整備（三河地域で計2か所）

◎ ◎

◎ ◎

× ◎

◎ ◎
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重点チェック項目の進行管理について

現況（計画策定時）　⇒　目標

  検討結果

平成23年度
進捗状況
（評価）

9

0市町村

（２１年度）

10

２２９箇所

（２１年度）

11

16,157人

（２１年度）
（21年4月1日）

12

24箇所

（２１年度）

【評価の理由】
 目標値に向けて順調に増加しているため。

【これまでの推進状況】
　低年齢児途中入所円滑化事業及び１歳児保育実施費により低年
齢児　保育の受入拡大を図った。

【今後の推進方策】
　低年齢児途中入所円滑化事業及び１歳児保育実施費により低年
齢児　保育の受入拡大を推進していく。
　

【評価の理由】
　目標値に向けて増加しており、毎年度等分に増加した場合の244.6
箇所（229箇所＋5.2箇所×3か年）を上回っているため。

【これまでの推進状況】
　子育て支援交付金による運営費補助を活用した働きかけを実施し
た。

【今後の推進方策】
　子育て支援対策基金事業による運営費補助により推進していく。

【その他】
平成25年度実施計画　250箇所

246箇所

18,744人

（24年4月1日）

29箇所

【評価の理由】
　目標値に向けて増加はしているものの、目標水準には達していな
いため。

【これまでの推進状況】
　病児・病後児保育事業により、運営費等の補助を行うことで推進
を図った。
　国庫補助の補助単価について、利用実績にかかわらず看護師等
の配置が必要であることを考慮されていないことが考えられるため、
必要な経費に見合った額を設定するよう他県とともに国へ要望を
行った。

【今後の推進方策】
　病児・病後児保育事業により、運営費等の補助を行うことで推進
していく。　実施か所数が増えない理由として、国庫補助の補助単価
について、利用実績にかかわらず看護師等の配置が必要であること
を考慮されていないことが考えられるため、必要な経費に見合った
額を設定するよう他県とともに引き続き国に要望していく。

28箇所

15市町

Ⅲ　すべての子ども・子育て家庭への切れ目ない支援
（１）　子育て家庭への支援を充実する

【評価の理由】
毎年度等分に増加した場合（18市町村（6市町村×3年）と比べ下
回っている。

【これまでの推進状況】
　国の基金の別メニューを活用した補助事業の活用が可能なことや
既存システムを活用した構築の働きかけを行った。

【今後の推進方策】
　不審者情報システム等の既存の情報伝達システムの活用による
ネットワーク構築の具体的な手順など、既構築市町村の事例を整
理・検証した上で、未構築市町村に対して働きかけを行う。

15市町

239箇所

健康福祉部　子育て支援課　保育・育成Ｇ

低年齢児保育の受入児童数

30市町村

健康福祉部　子育て支援課　計画・推進Ｇ

（２６年度）

18,161人

（23年4月1日）

一時預かり事業の実施箇所数

健康福祉部　子育て支援課　保育・育成Ｇ

（２６年度）

255箇所

子育て情報・支援ネットワーク構築市
町村数

健康福祉部　子育て支援課　保育・育成Ｇ

42箇所

（２６年度）

病児・病後児保育の実施箇所数

20,100人

（２６年度） 【名古屋市・中核市

含む】 35,769人

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

【名古屋市・中核市を含む参考数値】

394箇所（21年度） ⇒ 449箇所（26年度）

【名古屋市・中核市を含む参考数値】

32,075人（21年度） ⇒ 37,688人（26年度）

【名古屋市・中核市を含む参考数値】

39箇所（21年度） ⇒ 62箇所（26年度）

【名古屋市・中核市

含む】 402箇所

【名古屋市・中核市

含む】 45箇所

【名古屋市・中核市

含む】 544箇所

◎ ○

○ ◎

◎

○

◎

○

【名古屋市・中核市

含む】 37,261人

【名古屋市・中核市

含む】 46箇所
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検討すべき事由

重点チェック項目の進行管理について

現況（計画策定時）　⇒　目標

  検討結果

平成23年度
進捗状況
（評価）

13

336箇所

（２１年度）

【平成26年度】

14

20箇所

（２１年度）

15

561箇所

（２１年度）

16

通院：小学校
入学前まで
入院：中学校
卒業まで

（２１年度）

保護者の就労形態の多様化は今後も
進み、延長保育に対する需要も引き続
き高まると考えられるため、さらなる増
加を目指す。

毎年度増加

福祉医療制度の見直しについて
福祉医療制度を持続可能なものとして
いくため、見直しが必要であると考え、
全市町村や医師会等関係団体と様々
な議論を行ってきたが、その中で出され
た意見を元に、一部負担金、所得制限
の導入については、行わないこととなっ
た。（引き続き検討については続ける。）

642箇所

【評価の理由】
　目標値に達したため。

【これまでの推進状況】
　延長保育促進事業により、運営費補助を行い推進を図った。

【今後の推進方策】
　延長保育促進事業により、運営費補助を行うことで推進していく。

【その他】
平成25年度実施計画　391箇所

【評価の理由】
　目標値に向けて増加しているものの、目標水準には達していない
ため。

【これまでの推進状況】
　休日保育事業により、運営費補助を行い推進を図った。

【今後の推進方策】
　休日保育事業により、運営費補助を行うことで推進していく。実施
か所数が増えない理由として、保育士の確保が課題であるため、給
与水準の改善等による継続可能な勤務ができるよう補助基準額を
引き上げることを他県とともに国に要望していく。

【その他】
平成25年度実施計画　27箇所

○

27箇所

継続実施

【評価の理由】
　等分に推移すると、３年間で概ね５４箇所の増加となるところ、24年
度末では８１箇所の増加が見込まれ順調に推移している。
　
【これまでの推進状況】
　放課後児童クラブ整備費や基金を活用した放課後児童クラブ設置
促進事業の補助を行い推進を図った。

【今後の推進方策】
　引き続き、放課後児童クラブ整備費等の補助を行い推進を図る。

○

【評価の理由】
　乳幼児・子どもの福祉の増進及び保護者の経済的負担の軽減な
ど、子ども子育て支援の観点から効果があった。

【これまでの推進状況】
　通院は小学校入学前まで、入院は中学校卒業まで、継続して実施
されている。

【今後の推進方策】
　平成２５年度は、現行水準を継続する。

【その他】
　行革大綱に係る重点改革プログラムの項目の一つとして「福祉医
療制度の見直し」があげられている。

健康福祉部　子育て支援課　保育・育成Ｇ

26箇所

健康福祉部　子育て支援課　施設・管理Ｇ

（２６年度）

650箇所

放課後児童クラブの実施箇所数

39箇所

628箇所

（２６年度）

（２６年度）

休日保育の実施箇所数

366箇所

健康福祉部　子育て支援課　保育・育成Ｇ

369箇所

延長保育の実施箇所数

健康福祉部　児童家庭課　母子保健Ｇ

389箇所

子ども医療費無料化の対象者

継続実施

（２６年度）

継続実施

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）

（名古屋市・中核市除く）（名古屋市・中核市除く）

【名古屋市・中核市を含む参考数値】

34箇所（21年度） ⇒ 59箇所（26年度）

【名古屋市・中核市を含む参考数値】

593箇所（21年度） ⇒ 673箇所（26年度）

【名古屋市・中核市

含む】 612箇所

【名古屋市・中核市

含む】 44箇所

◎ ◎

○ ○

◎ ◎

◎ ◎

【名古屋市・中核市

含む】 691箇所

【名古屋市・中核市

含む】 51箇所

380

390

340

350

360

370

26
330

21 22 23 24 25

年6.6箇所ｕｐ

336箇所

349箇所

369箇所

366箇所

389箇所

30

40

25 26

10

20

21 22 23 24

20箇所

22箇所

39箇所

年3.8箇所ｕｐ

26箇所 27箇所

650

560

570

580

590

600

610

620

630

640

550
24 25 2621 22 23

年17.8箇所ｕｐ

561箇所

603箇所

650箇所

628箇所

642箇所
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評価の理由
これまでの推進状況
今後の推進方策等

23年度
までの目
標設定の
もの

他のプラ
ン策定等
により新
たな目標
設定を
行ったも
の

事業が終
了したも
の

目標を達
成してい
るもの

その他 理由、考え方

重点チェック項目

平成24年度
進捗状況
（評価）

検討すべき事由

重点チェック項目の進行管理について

現況（計画策定時）　⇒　目標

  検討結果

平成23年度
進捗状況
（評価）

17

12%
【１６/１３３】

（２１年度）

18

90.3%

（２１年度）

19

5園

（２１年度）

14.2%
【17/120】

（24年6月末現在）

【評価の理由】
　 連携していない小学校数が減少し、一つの小学校が複数の幼稚
園・保育所と連携している割合が増加している。
【これまでの推進状況】
　
【今後の推進方策】
　策定された愛知の幼児教育指針の周知を図りさらなる連携の重要
性を広める。

【評価の理由】
 　目標数に向けて、順調に整備が進んでいる。

【これまでの推進状況】
　基金を活用した整備補助事業を行い推進を図った。

【今後の推進方策】
　　市町村からの設置要望に応じ、基金を活用した整備補助事業を
行い設置を推進する。
【その他】
　　平成２５年４月１日予定　１９園　　（うち基金活用１２園）

【評価の理由】
　診療制限している病院の割合（小児科）が前年度から0.3ポイント増
加した。これにより、計画策定時より2.2ポイントの後退となった。

【これまでの推進状況】
　新生児医療担当医確保支援事業費補助や小児集中治療室医療
従事者研修事業費補助などの事業を継続して行っている。

【今後の推進方策】
　新生児医療担当医確保支援事業費補助や小児集中治療室医療
従事者研修事業費補助などの事業を引き続き行う。

97.8％
平成24年度調査
（２３年度実績）

診療制限している病院の割合（小児
科）

97％
平成23年度調査
（22年度実績）

健康福祉部　医務国保課　医務・周産期・小児医
療Ｇ

幼稚園や保育所と連携している小学校
の割合

Ⅲ　すべての子ども・子育て家庭への切れ目ない支援
（２）　子どもの健やかな成長を支援する

（２６年度）

低下

13.9%
【17/122】

（23年6月末現在）

16園14園

健康福祉部　子育て支援課　保育・育成Ｇ

20園

（２６年度）

教育委員会　義務教育課　教科指導・人権教育
Ｇ

認定こども園の設置数

（２６年度）

100%

× ×

◎ ◎

◎ ◎

15%

20%

25 26

5%

10%

21 22 23 24

低
下

12％

13.5％ 13.9％ 14.2％

100%

25 26

90%

95%

21 22 23 24

年1.94％ｕｐ

90.3％

97％

100％

97.8％

15

20

25 26

5

10

21 22 23 24

年3園ｕｐ

5園

9園

14園

20園

16園
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評価の理由
これまでの推進状況
今後の推進方策等

23年度
までの目
標設定の
もの

他のプラ
ン策定等
により新
たな目標
設定を
行ったも
の

事業が終
了したも
の

目標を達
成してい
るもの

その他 理由、考え方

重点チェック項目

平成24年度
進捗状況
（評価）

検討すべき事由

重点チェック項目の進行管理について

現況（計画策定時）　⇒　目標

  検討結果

平成23年度
進捗状況
（評価）

20

2,463時間

（20年度）

【平成２６年度】

21

987時間

（20年度）

【平成２６年度】

22

70校

（21年度）

【平成２７年度】

23 11.2% 16.2%

0%
（豊橋市、蒲郡市、春
日井市、北名古屋市）

（豊橋市、蒲郡市、春
日井市、北名古屋

市、一宮市）
【562,656/3,477,943】

（21年度） 【390,781/3,477,943】

予算の関係上、具体的な数値は示せな
い。
一層の拡充を図るため、目標に増加さ
せるとしか示せない。

１，０００時間
　目標時間数については、学級数の増
減を考慮し、予算額の範囲内で措置し
ているため、設定変更はできない。

　目標時間数については、学級数の増
減を考慮し、予算額の範囲内で措置し
ているため、設定変更はできない。

増加

２，５００時間

○

【評価の理由】
24年度中に新たに一宮市が地域協議会を設置した。

【これまでの推進状況】
　重点地域促進会議やネットワーク研修など市町村における地域協
議会整備に向けての周知を図った。

【今後の推進方策】
　引き続き市町村の地域協議会設置促進を図る。
　進捗している市はあるが、25年度中の設置となる見込み。

【目標達成】
【評価の理由】【これまでの推進状況】
　配置の拡大により、学校での相談体制の充実を図ることができ、
問題行動の未然防止に向けた取り組みを進めることができた。

【今後の推進方策】
　さらに配置拡充を図る。

【評価の理由】【これまでの推進状況】
　「伝統と文化」「外国語活動」「環境」「情報」についての学習の場と
して定着していて、時間数増加の要望が多い。

【今後の推進方策】
　今後も、体験を通した学びの場としたい

○

○

【評価の理由】【これまでの推進状況】
　古典芸能「琴」柔道・ダンスにおいて特に有効に活用されている

【今後の推進方策】
　古典芸能については定着してきている。柔道については、さらに地
域人材の発掘を推進していく。

1,086時間

増加

教育委員会　義務教育課　生徒指導・キャリア教
育Ｇ

１７３校

【１７３/７１７】

161校

【161/717】

（２7年度）

教育委員会　義務教育課　生徒指導・キャリア教
育Ｇ

1,070時間

2,502時間

1,000時間

（２６年度）

外部人材の学校年間派遣時間数(小学
校）

2,520時間

2,500時間

教育委員会　義務教育課　生徒指導・キャリア教
育Ｇ

外部人材の学校年間派遣時間数(中学
校）

（２６年度）

スクールカウンセラーの配置校数（小
学校）

県民生活部　社会活動推進課　青少年Ｇ

70%

（２6年度）

子ども・若者支援地域協議会を利用で
きる県内の子ども・若者の割合

あいち子ども・若者育成計画２０１０ 平成

22年度～平成31年度

あいち子ども・若者育成計画２０１０ 平成22年度～平成31年度

目標（平成26年度） ７０％

◎ ◎

◎ ◎

◎ ◎

○ ○

2,530

2,490

2,500

2,510

2,520

2,480

2,470

2,460

2,450

2,400

2,440

2,430

2,420

2,410

25 2620 21 22 23 24

年6.2時間ｕｐ

2,463時間

2,530時間

2,520時間

2,500時間2,502時間

950

1000

1050

1100

26

900

20 21 22 23 24 25

年2.2時間ｕｐ

987時間

1,000時間

1,056時間

1,070時間
1,086時間

27

160

170

70

80

90

100

110

120

130

2621 22 23 24

140

150

25

増
加

70校

144校

161校

173校

50%

60%

70%

25

10%

20%

30%

40%

2621 22 23 24

年14％ｕｐ

0％

6％

11.2％

70％

16.2％
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評価の理由
これまでの推進状況
今後の推進方策等

23年度
までの目
標設定の
もの

他のプラ
ン策定等
により新
たな目標
設定を
行ったも
の

事業が終
了したも
の

目標を達
成してい
るもの

その他 理由、考え方

重点チェック項目

平成24年度
進捗状況
（評価）

検討すべき事由

重点チェック項目の進行管理について

現況（計画策定時）　⇒　目標

  検討結果

平成23年度
進捗状況
（評価）

24 415人 493人

101人 （23年４月１日） （24年４月１日）

（20年度）

25

1,101人

（21年度）

26

10.8%

（21年度）

【平成26年度】

27

10箇所

（21年度）

【平成26年度】

28

3市町

（21年度）

【平成２６年度】

増加

16.0%

13箇所

平成２２年１月２９日に閣議決定された
「子ども・子育てビジョン」において、里
親等委託率の平成２６年度までの目標
数値が１６％となっている。

今後も説明会の実施等を行い、事業の
促進を図るため。

平成２４年３月に策定された「第３期愛
知県障害福祉計画」では、在宅での療
育に関する相談、指導などを行う療育
支援事業を県内１３箇所の支援・拠点
施設において平成２６年度まで引き続き
実施するとしている。

○

○

13.1%

（２6年度）

乳児院・児童養護施設の定員

障害児等療育支援事業の実施施設数

（２6年度）

（２6年度）

Ⅲ　すべての子ども・子育て家庭への切れ目ない支援
（３）　配慮を要する子どもや家庭を支援する

母子自立支援給付金（高等技能訓練促
進費）新規給付人数

1,341人

健康福祉部　児童家庭課　要保護児童対策Ｇ

健康福祉部　児童家庭課　家庭福祉Ｇ

計画期間累計
580人

1,202人 1,235人

13箇所

13箇所
13箇所

（24年度）

○

【評価の理由】
児童養護施設の新設を計画的に進めている。

【これまでの推進状況】
平成22年度1施設、平成23年度2施設、平成24年度1施設を設置。

【今後の推進方策】
平成26年度1施設を設置予定。

【目標達成】

平成23年度が目標最終年度

【評価の理由】
　本制度の内容が市町村窓口や関係団体等を通じて周知されてき
ており、就職に有利な資格を取得し安定した収入による生活を実現
しようとする意欲を持ってもらうのに有効な事業であると考える。

【これまでの推進状況】
　本制度利用者はコンスタントに伸びていたが、国が制度改正をした
２３年度に駆け込み需要があり、当初目標を大幅に上回ることとなっ
た。平成２４年度についても制度を維持したことで引き続き利用者が
伸びた。

【今後の推進方策】
　２５年度についても制度が維持されたため、引き続き制度利
用を促していく。

○

13.6%

外国人の子どものプレスクール実施市
町村数

【評価の理由】
　里親委託推進委員会を通じて、各児童（・障害者）相談センターの
里親担当者同士が情報を共有することができた。

【これまでの推進状況】
　児童相談センターからの情報を基に、里親委託推進委員会にお
いて里親委託を進めた。

【今後の推進方策】
　里親体験発表会や各種行事において里親制度の普及啓発を図
る。

（２3年度）

13.0%

健康福祉部　児童家庭課　要保護児童対策Ｇ

施設等入所児童に占める里親等委託の
割合

健康福祉部　障害福祉課　相談支援Ｇ

（２6年度）

増加

６市町

豊橋市、小牧市、西
尾市、蟹江町、知多

市、知立市

【目標達成】

　昨年度までの４市町に加え、知多市、知立市においてもプレスクー
ルが実施されていることを把握することができた。プレスクールの重
要性に関する普及啓発に取り組んできたこともあり、市町村等にお
けるプレスクールの取組が広がりつつあると考えられる。
　しかし、まだ十分な取組ができていない市町村も多いため、市町村
数だけでなく、事業の継続実施も含めて「概ね目標どおり」と評価とし
た。今後も、説明会を開催するなど、積極的に事業の促進を図る。

4市町

豊橋市、小牧市、西
尾市、蟹江町

地域振興部　国際課　多文化共生推進室　多文
化共生推進Ｇ

第3期愛知県障害福祉計画 24年度～26年度

障害児等療育支援事業 24年度13箇所⇒26年度13箇所

◎ ◎

◎ ◎

◎ ◎

◎ ◎

◎ ◎

1,300

1,400

25 26
1,100

1,200

21 22 23 24

年48人ｕｐ

1,101人
1,127人

1,202人

1,341人

1,235人

13

15

25 26

10

5

21 22 23 24

10箇所 10箇所

13箇所 13箇所

25 26

5

10

21 22 23 24

増
加3市町

4市町 4市町

6市町

12%

13%

25 26

10%

11%

21 22 23 24

年0.44％ｕｐ

10.8％

12.4％

13.1％ 13.0％

13.6％

100

600

24 2520

300

400

500

200

26232221

年116人ｕｐ

198人

415人

580人

493人

101人
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評価の理由
これまでの推進状況
今後の推進方策等

23年度
までの目
標設定の
もの

他のプラ
ン策定等
により新
たな目標
設定を
行ったも
の

事業が終
了したも
の

目標を達
成してい
るもの

その他 理由、考え方

重点チェック項目

平成24年度
進捗状況
（評価）

検討すべき事由

重点チェック項目の進行管理について

現況（計画策定時）　⇒　目標

  検討結果

平成23年度
進捗状況
（評価）

29

2,557戸

（21年度）

30

42%

（19年度）

31

374人

（21年度）

【平成27年度】

32

46市町村

（21年度）

【平成２６年度】

子育て家庭優待
事業新規協賛

店舗数

750店舗
【期間内（平成24
年度～26年度累

計】

平成27年度まで
にバリアフリー
化完了

防犯ボランティ
アリーダーの養
成人員

２,０００名以上を
新たに養成

【期間内（平成24年度
～27年度）累計】

毎年度、250の新規協賛店舗を目指す。
（23年度：253店舗）
＜目標値＞
平成24年度　250店舗（実績：276店舗）
平成25年度　500店舗（累計）
平成26年度　750店舗（累計）

建設部方針（平成22年4月建設部策定）
において、「平成27年度までにバリアフ
リー化を完了」を目標を掲げており、完
了目標年度を変更する

あいち地域安全戦略2015(平成24年度
～27年度）
目標：2,000名養成
平成24年度は959人を養成した。

【今後の推進方策】
　平成25年度は県内15箇所で実施し、
防犯ボランティアリーダーの養成を図っ
ていく。

子育て家庭優待事業の実施市町村数

県民生活部　地域安全課　安全なまちづくりＧ

92%

【54/59km】

全市町村
（54市町村）

1,564人
計画期間内累計

1,000人

増加

Ⅳ　「子どもは社会の希望・未来の力」、地域・社会の子育て力をアップする

（23年度）

1,564人
（23年度）

全市町村
（54市町村）

645戸
(愛知県あんしん
賃貸支援事業登
録住宅戸数)

（26年度）

全市町村

防犯ボランティアリーダーの養成人員

健康福祉部　子育て支援課　計画・推進Ｇ

（２6年度）

【評価の理由】
国土交通省の実施要領に基づく事業であるが、平成２２年度をもっ
て制度が廃止された。
　平成２４年１月４日から県単独事業として類似事業の「愛知県あん
しん賃貸支援事業」による登録制度を開始した・

【今後の推進方策】
　愛知県居住支援協議会の構成団体である不動産関係団体の協力
を得て、制度をＰＲするとともに「愛知県あんしん賃貸支援事業」によ
る登録戸数の増加を目指す。
　なお、目標年次は、「愛知県住生活基本計画２０２０」にあわせ、平
成32年度とする。

○

1,623戸
(愛知県あんしん
賃貸支援事業登
録住宅戸数)

あんしん賃貸住宅の登録住宅戸数

建設部　住宅計画課　民間住宅Ｇ

88%

【52/59km】

（２4年度）

100%

建設部　道路維持課　施設整備Ｇ

県管理特定道路におけるバリアフリー
化の割合

Ⅲ　すべての子ども・子育て家庭への切れ目ない支援
（４）　子どもの安全な環境を確保する

【目標達成】

平成23年度が目標最終年度

【目標達成】
【評価の理由】
　平成２３年４月から全市町村で実施している。

【これまでの推進状況】
　市町村に実施の働きかけを行いつつ、協賛店舗・施設拡大の働き
かけを行った（25.4.1現在9,111店舗） ○

○

【評価の理由】
　　目標に向け着実に推進している。
　
【これまでの推進状況】
　　用地を取得した箇所から順次バリアフリー化を実施しているが、
用地難航で事業進捗が遅れている箇所もある。

【今後の推進方策】
　　継続して用地交渉を進め、事業進捗を図る。

○

あいち地域安全戦略2015 平成24年度～27年度

防犯ボランティアリーダーの養成 【2,000名以上を新たに要

× ×

◎ ×

◎ ◎

◎ ◎

1600
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1400
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1100
1000

900

21 22 23

800
700
600
500
400
300
200

年500人ｕｐ

664人

1,564人

100%

80%

90%

40%

50%

60%

70%

19 20 21 22 23 24 25 26

年11.6％ｕｐ

42％

78％

88％

100％

92％

50

40

25 2621 22 23 24

46箇所

54箇所

年1.6
市町村ｕｐ

54箇所

3500

1500

1000

3000

2500

2000

2621 22 24 2523
500

2,557戸

3,554戸

645戸～
～

1,623戸

増
加
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